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序　　　　　文

インドネシア共和国では近年、経済が急速に成長する反面、社会福祉・保健医療等の社会イン

フラ整備が立ち遅れ、なかでも全人口の3.11％、約 700万人に達する障害者のリハビリテーション

体制の未整備が目立っていた。このためインドネシア共和国政府は、障害者に対して一般雇用に

結びつく職業訓練を行う職業リハビリテーションシステムの構築をめざし、我が国の無償資金協

力を得て「インドネシア国立障害者職業リハビリテーションセンター（NVRC）」を建設した。また、

これとあわせて、先に実施されたパイロットプロジェクト「ソロ身体障害者リハビリテーションセ

ンター」計画の成果を踏まえ、身体障害者の募集・職業指導・評価・就職斡旋システムの確立と職

業訓練、そのための職員研修や身体障害者の雇用・労働市場に関する調査研究を進めたいとして、

NVRCの運営にかかる人材育成を目的としたプロジェクト方式技術協力を、我が国に要請してき

た。

これを受けて、国際協力事業団は各種調査を経て 1997年 11月、討議議事録（R/D）等の署名を取

り交わし、1997 年から 5 年間にわたる「インドネシア国立障害者職業リハビリテーションセン

ター」プロジェクト方式技術協力を実施してきた。

今般はプロジェクト終了を 6か月後に控え、これまでの実績を評価するため、2002年 6月 27日

から 7月 6日まで、当事業団専門技術嘱託 小泉 純作氏 を団長とする終了時評価調査団を現地に

派遣し、インドネシア共和国側と合同で最終評価にあたった。これによれば、本プロジェクトは

NVRCにおける職業リハビリテーションシステムの確立に対して効果的・効率的に寄与し、協力

期間終了までに、プロジェクト目標は十分に達成できると判断された。

本報告書は、同調査団の調査・評価及び協議結果を取りまとめたもので、プロジェクト関係者

間での共有、類似プロジェクトへの参考のため広く活用されることを願うものである。

ここに、調査にご協力いただいた外務省、厚生労働省、雇用・能力開発機構、日本障害者雇用

促進協会、在インドネシア共和国日本大使館など、内外関係各機関の方々に深く謝意を表すると

ともに、引き続き一層のご支援をお願いする次第である。

平成 14年 8月

国際協力事業団

理事 泉　堅二郎





インドネシア国立障害者職業リハビリテーションセンター（NVRC）建物

縫製コース教室



NVRC食堂

宿泊棟でくつろぐ訓練生



ミニッツ署名

電気電子コース



略語一覧

BAPPENAS 国家開発企画庁

GATB General Aptitude Test Battery（一般職職業適性検査）

JABOTABEK 首都ジャカルタとその周辺地域（Jakarta, Bogor, Tangerang and Bekasi）

LKB 郡レベルのワークショップ

NVRC National Vocational Rehabilitation Centre（インドネシア国立障害者職業リハビリテー

ションセンター）

PROPENAS 2000年～ 2004年国家開発計画

PSBD 地方障害者職業リハビリテーションセンター

＜補足・用語説明＞

Eshelon インドネシア政府が管理職に与える核付（給与等級）、Ⅰ～Ⅵの 4ランク

マガン 職業リハビリ訓練終了後、企業へ 2か月間就労する訓練生の呼称



案件概要�国名：インドネシア�
共和国�

分野：職業訓練�

協力期間�（R/D）:1997.12.20～
2002.12.19

所轄部署：社会開発協力部�
　　　　　社会開発協力第一課�

援助形態：プロジェクト方式術協力�

協力金額（無償のみ）：16億5,000万円�

先方関係機関：インドネシア国立障害者職業リハビリテーションセンター�
（National Vocational Rehabilitation Centre:NVRC）�

日本側協力機関：日本障害者雇用促進協会、雇用・能力開発機構、�
厚生労働省職業能力開発局海外協力課、�
同省職業安定局障害者雇用対策課�

その他関連協力：�
1）プロジェクト方式技術協力：ソロ身体障害者職業リハビリテーションセンター（1995.12～1997.12）�
2）専門家派遣：政策アドバイザー（社会省）�
3）無償資金協力：障害者リハビリテーションセンター建設（1996年16億5,000万円）�

･協力の背景と概要�
�
　インドネシアでは、近年の急速な経済成長の半面、社会福祉、保健医療等の社会インフラ整備は立ち
遅れが目立ち、約700万人と言われる障害者に対するリハビリテーション体制等が未整備のため、その
社会参加は進んでいない。このような状況の中でインドネシア国政府は、障害者に対して一般雇用に結
びつく職業訓練を行う新たなリハビリテーション（職業リハビリテーション）システムの構築をめざして
インドネシア国立障害者職業リハビリテーションセンター（NVRC）の設立を計画し、施設は我が国の1996、
1997両年度無償資金協力（16億5,000万円）により建設された。�
　NVRCではパイロットプロジェクトとして実施された「ソロ身体障害者職業リハビリテーションセン
ター」計画の成果を踏まえ、全国の身体障害者を対象とする募集・計画・職業斡旋システムの確立、5つ
の職業訓練コース（金属加工、電子、印刷、縫製、コンピューター）の実施、他の公立リハビリセンター
職員等に対する職員研修、身体障害者の雇用・労働市場に関する調査研究を行うことを計画し、同計画
の実施に関して、我が国にプロジェクト方式技術協力を要請した。�
�
要請目的：�
障害者に対して一般雇用に結びつく職業訓練を行うこと。�
�
要請内容：�
1.　 全国の身体障害者を対象とする募集・計画・職業斡旋システムの確立�
2. 　5つの職業訓練コース（金属加工、電子、印刷、縫製、コンピューター）の実施�
3. 　他の公立リハビリテーションセンター職員等に対する職員研修�
4. 　身体障害者の雇用・労働市場に関する調査研究�

案件名：�
（和） インドネシア共和国国立障害者職業リハビリテーションセンター
プロジェクト�
（英） The Project for National Vocational Rehabilitation Centre for Disabled 
People in Indonesia

評価調査結果要約表



協力内容：�
＜上位目標＞�
インドネシアにおいて、職業リハビリテーションシステムが確立し、障害者の就業が促進される。�
＜プロジェクト目標＞�
インドネシア国立障害者職業リハビリテーションセンター（NVRC）において、職業リハビリテーショ
ンシステムが確立される。�
＜成果＞�
1. 　NVRCの組織・機能が確立される。�
2. 　広域の募集・選考システム、職業紹介システムが確立される。�
3. 　職業訓練が強化される。�
4. 　社会福祉施設等の職員の技能が向上する。�
5. 　調査・研究の機能が確立される。�
＜投入＞（評価時点）�
 日本側：�
　　長期専門家派遣　　　　　  12名�
　　短期専門家派遣　　　　　  22名　�
　　研修員受入れ　　　　　　  26名 　�
　　機材供与　　           2億3,100万円�
　ローカルコスト負担　　 5,480万円�
�
　インドネシア側：�
　　カウンターパート配置　　  65名　�
　　土地・施設提供　　　　  　NVRC施設内での専門家執務スペース�
　　運営コスト　　　　　　  　1,082万ルピー�
　　　　　　　　　　　　　　（電話代、電気代、水道代等の経費等）�

団長・総括　　　　　　　小泉　純作　　　　国際協力事業団専門技術嘱託�
センター運営管理　　　　五十嵐意和保　　　厚生労働省職業安定局障害者雇用対策課障害者雇用対策
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　専門官�
職業訓練　　　　　　　　丸山　雅滋　　　　雇用・能力開発機構　職業能力開発企画部国際室専門役�
職業リハビリテーション　成岡　　衛　　　　日本障害者雇用促進協会�
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良障害者職業センター　所長�
協力計画　　　　　　　　山内　美樹　　　　国際協力事業団社会開発協力部社会開発協力第一課�
評価分析　　　　　　　　間宮志のぶ　　　　グローバルリンクマネージメント株式会社社会開発部�

（担当分野：氏名　　職位）�調査者�

2002年 6月 27日～2002年 7月 6日� 評価種類：終了時評価�調査期間�



2002年12月のプロジェクト協力期間の終了を控え、�
（1）本プロジェクト所期の計画に照らし、プロジェクトの活動実績、管理運営状況、カウン

ターパートへの技術移転状況について評価を行う。�
（2）目標の達成度を判定したうえで、今後の協力方針について相手国側と協議する。�
（3）評価結果から教訓及び提言を導き出し、今後の協力のあり方や実施方法の改善に資する。�

インドネシア政府は1997年に障害者の雇用促進を図るために、雇用法No.4（障害者に関する
法令第4/1997年）を採択し、1999年には障害者福祉に関する大統領令によって社会省は障害者
の福祉向上のための調整役と位置づけられた。また、NVRC所長は格づけが上がったことに
より、省内でのNVRCの位置づけも上がり、予算配分や省内意思決定にもプラスの影響があ
った。加えて、2000～2004年国家開発計画（PROPENAS）において、障害者の社会能力を高め
て生産力をもつ労働力とすることが社会福祉プログラムの一環として掲げられており、障害
者の職業リハビリテーションのニーズが増大していることから、NVRCへの応募者も年々増
加している。これらから、本プロジェクトの上位目標及びプロジェクト目標はインドネシア
政府の開発政策に合致し、裨益者である障害者のニーズに合致しているといえる。またJICA
の国別事業実施計画においても、社会福祉と労働環境の整備が社会開発における重点分野の
1つとされていることから、本プロジェクトの上位目標及びプロジェクト目標は我が国の対
インドネシア援助政策との整合性もあり、計画の妥当性は極めて高いといえる。�

1. 評価の目的�

2. 評価結果の要約�

（1）妥当性�

本プロジェクトは経済危機に伴う政府所轄機関の解体、またその後の地方分権化の導入に影
響されはしたものの、本評価時においてプロジェクト目標はほぼ達成しているといえる。
NVRC修了生の就職率は第2期生以降、いずれも目標の62％を達成している。NVRCは職業リ
ハビリテーションシステムを確立し、NVRC訓練修了生の技能は就職先の企業において高く
評価されている。設定された5つの成果はプロジェクト目標達成に貢献している。�
成果1ではNVRCの組織機能は確立し応募者数も拡大している。成果2ではNVRC訓練修了生
の就職率は向上し、彼らの技能も受入先企業において高く評価されるようになっている。広
域の就職斡旋に関するシステムづくりについては更なる努力が必要である。成果3では、職
業訓練は強化されつつある。訓練は予定どおりに実施されてきており、カリキュラムも市場
のニーズを反映して改訂される仕組みになっている。成果4では職員研修ガイドラインが作
成され、効果的に職員研修教材作りに活用されている。成果5では調査研究部は設立されたが、
調査された結果を活動に組み入れる段階にはいたっていない。�

（2）有効性�

プロジェクトへの投入は成果の達成のためにおおむね効果的に活用されたといえる。日本側
の投入は専門家派遣、研修員受入れ、機材供与、ローカルコストであるが、いずれもほぼ予
定どおり実行された。インドネシア側の投入は施設設備、機材、カウンターパートの配置、
予算措置であるが、主管省の一時組織解体、経済危機及び地方分権化の影響を受け、カウン
ターパートの減少と予算不足に見舞われた。今後は機材の維持管理技術と維持管理予算の取
得、研修材料予算等の獲得に尽力する必要がある。�

（3）効率性�

プロジェクトの上位目標である全国レベルでの障害者の雇用状況改善についてはデータ不足
のため把握することはできないが、NVRCの訓練修了生は第1期より第4期まで就職率が期ご
とに上昇しており、プロジェクトはインドネシアの障害者に対する職業訓練の改善に貢献し
てきたといえる。�
この他に、本プロジェクトのプラスのインパクトとして次のことがあげられる。（1）障害者
の職業リハビリテーションという新しい概念がJABOTABEK域内の企業や地域社会に浸透し
つつあること。（2）NVRC訓練修了生の就職先での実績や規律正しい就業態度が評価され、健
常者の同僚の就業意欲を高める結果にもなっていること。（3）障害者自身が働くことによっ
て自信をもちはじめ、障害者の勤労者としての能力が認められつつあること。一方、本プロ
ジェクトのマイナスのインパクトは、NVRC訓練修了生の多くがJABOTABEK域内への就職
を希望するため、当該地域の就職競争が激化する傾向になっていることである。�

（4）インパクト�



1）組　織�
プロジェクト目標はインドネシア政府の政策に合致していること、障害者の職業リハビリテ
ーションのニーズは拡大していること、NVRCの活動には地方センターや社会福祉機関の関
心が高まっていることから、政府や関連機関からの継続的な支援は得られると思われる。�
2）財　政�
インドネシア政府はこれまでNVRCへの予算獲得、拡充に尽力してきているが、今後も継続
して確立された職業リハビリテーションセンターを維持していくためには更なる財源確保が
必要である。特に研修材料費、機材維持管理費、就職斡旋等についての財源確保が重要であ
る。�
3）技　術�
インドネシアカウンターパートへの技術移転は計画どおり進展したといえる。今後は職員研
修を拡充し、日本人専門家から習得した技術を職員間で普及させていく努力が必要である。�

（5） 自立発展性�

●  NVRCのサービスに対する訓練生の評価、NVRC修了生の質に対する受入企業の評価、職
員研修に対する参加者（職員）の評価等、本プロジェクトでは常に結果に対する評価を設定
して質の向上に努めた点が、効果発現に貢献したものと思われる。�

（1） 計画内容に関
　　すること�

●　本プロジェクトでは開始直後より、インドネシア経済危機、政情不安等の外部条件の予期
せぬ変化に見舞われたが、それらに対して日本側、インドネシア側双方が予算の補填等を
行い、柔軟に対処したことで、計画どおり5年間でプロジェクト目標を達成することがで
きたといえる。�

（2）  実施プロセス
　　に関すること�

4. 問題点及び問題
　を惹起した要因�

3. 効果発現に貢献
　した要因�

●　中間評価時点において、NVRC卒業生の職業紹介システムを広域に拡大する方針が打ち出
されたが、実施のための関連機関との連携体制が構築されておらず、同方針は本プロジェ
クト期間中に実行可能な範囲を超えていたため、具体的に成果に結びつけることができな
かった。�

●　また広域拡大のための計画として、具体的に何をすべきか、年間計画に明確に反映されて
いなかったことも、実績に結びつけることができなかった要因と思われる。�

（1） 計画内容に関   
すること�

●　経済危機に伴う政府主管官庁の解体、地方分権化の導入等によって、NVRC内の職員の大
量異動・流出があり、プロジェクトの進捗を阻害された。�

●　日本人専門家とカウンターパートとの定期的なコミュニケーションの場が少なかった。特
に運営委員会（Steering Committee）が計画どおりの日程で開催されなかったため、プロジ
ェクトの進捗状況、課題の把握に、日本側とインドネシア側で認識の相違があった。�

●　日本とインドネシア双方のコミュニケーションが少なかった要因のひとつは語学の壁であ
る。特に短期専門家の場合は、語学の壁が技術移転状況を左右する要因となった。�

（2） 実施プロセスに
関すること�

インドネシアの障害者職業リハビリテーションの分野において、本プロジェクトは職業リハ
ビリテーションシステムの確立と職業訓練技術の向上に効率的に貢献してきたことが確認さ
れた。今後、NVRCをインドネシアにおける障害者職業リハビリテーションの中核センター
として位置づけていくためには、インドネシア政府は予算確保に引き続き尽力し、また関連
省庁や地方自治下の関連機関との更なる連携を深めていくことが必要である。�

5. 結　論�

（1） 社会省は他の関連省庁との連携調整を通じて、インドネシア唯一の国立職業リハビリテ
　　 ーションセンターであるNVRCの組織強化に努める必要がある。�
（2） 就職斡旋、職員研修、機材等の維持管理（機材、スペアパーツを含む施設設備）、研修用
　　 資材（消耗品）及び研究開発等の活動が特に円滑に行えるように、NVRCの活動に係る予
　　 算を継続的に配備する必要がある。�
（3） 職業リハビリテーションに関する国レベルの規準を策定する。�
（4） 教官配備が不足している部門に関しては早急に必要な数の教官を配備すること。臨時教
　　官については正規教官として採用する必要がある。�

6.  提言（当該プロジ
ェクトに関する
具体的な措置、提
案、助言）�

（1） 短期専門家の任期については、1か月間のみの派遣は技術移転を完了するには短すぎる
　　 ので、技術移転を効果的に行うため、現行の任期を延長することが望ましい。�
（2） 障害者の職業リハビリテーションは市場ニーズにそって柔軟に対応し、企画、実施、評
　　価を行うことが望ましい。�

7. 教訓（当該プロジ
ェクトから導き
出された他の類
似プロジェクト
の発掘・形成、実
施、運営管理に
参考となる事柄）�
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第 1章　終了時評価調査団の概要

1－1　調査団派遣の経緯と目的

インドネシア共和国（以下、「インドネシア」と記す）では近年、経済が急速に成長する半面、社

会福祉・保健医療等の社会インフラ整備が立ち遅れ、なかでも全人口の3.11％、約 700万人に達す

る障害者のリハビリテーション体制の未整備が目立っていた。このため同国は、ソロ身体障害者

職業リハビリテーションセンターを中心として全国に散在するリハビリテーションセンターで、

身体障害者に対する職業訓練を行ってきたが、施設・機材が旧式化・老朽化し、訓練レベルも低

いため、職業訓練者のうち就労できるものは少数であった。

このような状況下で、インドネシアは、障害者に対して雇用に結びつく職業訓練を行う職業リ

ハビリテーションシステムの構築をめざして「インドネシア国立障害者職業リハビリテーションセ

ンター（National Vocational Rehabilitation Centre :NVRC）」の設立を計画し、同センター施設建設に

ついての無償資金協力を、また、パイロットプロジェクトとしてソロ身体障害者職業リハビリ

テーションセンターで行うプロジェクト方式技術協力を我が国に要請してきた。

本要請を受けて、1996年度及び 1997年度の無償資金協力によりNVRCの施設、及び機材が整備

され、1997年 10月末に竣工して相手国に引き渡された。これと併せて国際協力事業団は、職業リ

ハビリテーションシステムの導入・開発及び縫製・コンピューターの 2分野における職業訓練を

柱とした「ソロ身体障害者職業リハビリテーションセンタープロジェクト」（1994年 12月～ 1997年

12月）を実施した。

このパイロットプロジェクトの成果を踏まえて当事業団は、1997年 4月に事前調査団、同年8月

に長期調査員を派遣し、NVRCにおける新プロジェクトの協力内容を検討した。1997年 11月には

実施協議調査団により討議議事録（Record of Discussions :R/D）が署名・交換され、NVRCにおける

職業リハビリテーションシステムの確立を目的とした「国立障害者職業リハビリテーションセン

タープロジェクト」が開始された（本プロジェクト形成の経緯：付属資料 3.参照）。

本プロジェクト開始後、1999年 10月に運営指導調査団、2000年 6月に運営指導（巡回指導）調査

団が派遣され、本プロジェクトの進捗状況を確認して当初計画の見直しを行ってきた。

この間の 1999年に、当初の主管省であった社会福祉省がインドネシア政府の機構改革で解体さ

れ、新たな主管省・社会省として再編されるまで、プロジェクトはスタッフの流出や異動などの

影響を受けたが、2001年 11月、社会省の組織編成が完了した。また、地方分権化政策により、地

方社会福祉事務所との協力関係構築が難しくなる事態も生じたが、プロジェクトはこの難局を乗

り越えて、着実に実績を積んできた。

今般は、協力期間の終了を 2002年 12月 19日に控え、以下の目的で本終了時評価調査団が派遣
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された。

（1）これまで実施した協力活動全般を諸計画に照らし、プロジェクトの活動実績、運営管理状

　況、カウンターパート（C/P）への技術移転状況について把握する。

（2）上記（1）を踏まえたうえで、評価 5項目の観点からプロジェクトを評価する。

（3）評価結果から教訓・提言等を導き出し、今後の先方政府によるセンター運営管理のあり方

　や我が国の協力方針について、先方関係機関と協議する。

1－2 調査団の構成と調査期間等

（1）調査団の構成

担当分野� 氏　名� 所　属�
団長・総括�

センター運営管理�

�

職業訓練�

職業リハビリテーション�

評価分析�

協力計画�

小泉　純作�

五十嵐　意和保�

�

丸山　正滋�

成岡　　衛�

間宮　志のぶ�

山内　美樹�

国勢協力事業団　専門技術嘱託�

厚生労働省職業安定局障害者雇用対策課障害者雇用対策

専門官�

雇用・能力開発機構職業能力開発企画部国際室専門役�

日本障害者雇用促進協会奈良障害者職業センター所長�

グローバルリンクマネージメント株式会社　社会開発部�

国際協力事業団社会開発協力部社会開発協力第一課�

日順� 日程�

6/27

曜日�

木� 11：20

活動内容�

成田発（JL-725）�

16：35

16：35

ジャカルタ発　着後　団内打合せ�

1

6/28 金� 社会省訪問・調査�

11：30 日本大使館訪問�

PM JICA事務所／専門家との打合せ�

2

終日�6/29 土� NVRC訪問・調査�3

終日�6/30 日� 団内打合せ�4

終日�7/1 月� NVRCでのヒアリング�5

9：007/2 火� 合同評価委員会�
13：00 ミニッツ準備・打合せ�

6

終日�7/3 水� ミニッツ協議�7

終日�7/4 木� ミニッツ協議�8

9：007/5 金� ミニッツ署名・交換�

14：30 日本大使館報告（釜石一等書記官）�

16：00 JICA事務所報告�

22：35 ジャカルタ発（JL-726）�

9

7：457/6 土� 成田着�

（注） 評価分析団員は6月23日出発で先行し、24日「評価ワークショッ
　　　プ」で評価手法の説明・確認を行った。�

10

（2）調査日程
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（3）　主要面談者

［インドネシア側］

 1）社会省（Ministry of Social Services）

Mr. Bachtiar Chamsyah, Minister

Dr. Pudji Hastuti, Director General for Social Rehabilitation and Services

Mr. Suharno, Director of Social Rehabilitation and Services for

Persons with Disabilities

Mr. Abdul Malik, Head of Planning Bureau

Ms. Tri Hananingsih, Head of Sub. Directorate of Social Rehabilitation and

Services for Persons with Physically Disabilities

吉光　清 JICA個別専門家（職業リハビリテーション政策）

 2）国立障害者職業リハビリテーションセンター

（National Vocational Rehabilitation Centre :NVRC）

Drs. Abdul Rifai Mas Director

Drs. Ade Suherman Head, Division of Research and Development

Drs. Sumarsono Head, Division of Vocational Rehabilitation

［日本側］

1） 在インドネシア日本大使館

釜石　英雄 一等書記官

2） JICAインドネシア事務所

神田　道男 所　長

大竹　祐二 次　長

木村　卓三郎 所　員

3） 国立障害者職業リハビリテーションセンタープロジェクト

八木　功 チーフアドバイザー

田中　隆弘 業務調整

狩野　隆 職業訓練（電子）

田中　章夫 職業指導・評価
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1－3　対象プロジェクトの概要

本「インドネシア国立障害者職業リハビリテーションセンター」プロジェクトは、1997年 11月

17日に署名を取り交わした討議議事録等に基づいて、ボゴール県チビノン市（ジャカルタを中心

部から南に約 55km）のNVRCをプロジェクトサイトに、インドネシア社会省を実施機関（主管機

関）として、1997年 12月 20日から 2002年 12月 19日まで、5年間の計画で実施してきた。

その概要は次のとおりである（詳細は付属資料 1. ミニッツANNEX 1 PDMe、付属資料 3. 和文

PDMe参照）。

（1）プロジェクト目標

NVRCにおいて、職業リハビリテーションシステムが確立される。

（2）期待される成果

1） NVRCの運営管理体制が確立される。

2） 募集・選考システム及び職業紹介システムが広域において実施される。

3） 職業訓練が実施される。

4） 社会福祉施設等の職員が養成される。

5） 調査・研究の機能が確立される。

（3）協力活動内容

1） 職業指導・評価

2） 職業訓練（金属加工、電子、印刷、縫製、コンピューター）

3） 職員研修

4） 調査・研究

（4）日本側の対応

1） 専門家派遣：長期専門家延べ 12名（チーフアドバイザー、職業指導・評価、職業訓練 =

電子、業務調整）のほか、職業訓練（印刷、金属加工、小型エンジン等）の短期専門家を延

べ 22名派遣した。

2） 研修員受入れ：合計 26名を日本研修に受入れた。

3） 機材供与：知能検査・身体測定計等の測定装置、調査研究用コンピューター、職業訓練

用の追加機材等
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（5）協力活動内容

1） 事前調査　1997年 4月 06日～ 1997年 4月 18日

2） 長期調査　1997年 8月 17日～ 1997年 9月 11日

3） 実施協議　1997年 11月 09日～ 1997年 11月 19日

4） 運営指導　1999年 10月 10日～ 1999年 10月 17日

5） 運営指導　2000年 6月 12日～ 2000年 6月 30日

（6）プロジェクトの実施体制

本プロジェクトは社会省社会リハビリテーションサービス総局長をプロジェクトダイレク

ターとし、NVRC所長をプロジェクトマネージャーとしている。社会省の組織図は付属資料6

に示した。NVRCは障害者の職業リハビリテーションの中核センターとして地方障害者職業

リハビリテーションセンター（PSBD）を含む社会福祉施設の職員に対する研修を実施している

が、2001年に 6つの PSBDのうち地方分権化の影響で 3センターが地方政府の所轄となった。

全国的な職業リハビリテーションシステムの構築には、障害者の実態を把握し、労働市場を

分析し、双方の効果的なマッチングが必要であるが、これまでは広域な範囲を対象として活

動が行われてこなかった。今後は PSBDやその他の関係機関との効果的な連携体制が必要で

あり、事業主、地方政府を含んだ組織的な対策が望まれている（図 1－ 1参照）。

図1－1　プロジェクトの実施体制�

JICAプロジェクトチーム�

チーフアドバイザー�

コーディネーター�

専門家�

国立障害者職業リハビリテーション�
センター（NVRC）�

社会リハビリデーション�
サービス総局�

障害者社会�
リハビリテーション�

サービス局�
Project Manager

Project Director

PSBD PSBD PSBD
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第 2章　終了時評価の方法

2－1 合同評価

日本側は本調査団、インドネシア側は下記のメンバーによる合同評価委員会を構成し、プロ

ジェクトの合同評価にあった

＜インドネシア側評価委員＞

Pudji Hastuti Director General for Social Rehabiltation and Services,

Ministry of Social Affairs

Suharno Director of Social Rehabilitation and Services for Persons

With Disabilities

Abdul Malik The Head of Planning Bureau, MOSA

Abdul Rifai Mas Director of NVRC

2－2  評価の枠組みとデザイン

本調査は、評価の枠組みとしてプロジェクト･サイクル･マネージメント（Pro j e c t  C y c l e

Management: PCM）の評価手法を取り入れた。PCMを用いた評価は、①プロジェクトの諸要素を論

理的に配置したプロジェクト･デザイン･マトリックス（Project Design Matrix: PDM）に基づいた評

価のデザイン、②プロジェクトの実績を中心とした必要情報の収集、③「妥当性」「有効性」「効率

性」「インパクト」「自立発展性」の 5つの評価の観点（評価 5項目）からの収集データの分析、④分

析結果からの提言･教訓の導出及び報告、という流れからなっている。なお、平成14年度より、JICA

事業評価ガイドラインが改訂されたため、本評価は、改定後の評価ガイドラインに準じている

（PDMの構成要素：表 2－ 1参照）。
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評価のデザインを確定するにあたり、討議議事録（Record of Discussions: R/D）、PDM（1997年 11

月にプロジェクト関係者が作成したもの及び 2000年 6月の運営指導調査時に改訂されたもの、そ

の他プロジェクト関連文書、専門家報告書、四半期報告書などに基づき、終了時評価の実施要領

を作成すると同時に、評価項目案（評価グリッド：付属資料 4参照）を設定した。評価項目及び情

報収集方法は、評価分析団員がプロジェクト関係者との協議を経て確定したものである。なお、本

調査にあたっては、プロジェクト専門家及びカウンターパートに対する質問票によるサーベイと

インタビューを行い、合同評価を実施した。主な検討項目は、表 2－ 2 に示すとおりである。

表2－1　PDMの構成要素�

上位目標� 達成されたプロジェクト目標の貢献が期待できる長期の開発目標�

プロジェクト目標�

成　　果�

活　　動�

指　　標�

指標データ入手手段�

外部条件�

前提条件�

投　　入�

プロジェクトの終了時までに達成されることが期待される中期的な目標であり、「タ
ーゲットグループ」への具体的な便益やインパクト�

プロジェクト目標を達成するためにプロジェクトが実現しなければならない、短期的
かつ直接的な目標�

プロジェクトの成果、目標及び上位目標の達成度を測るもので、客観的に検証できる
基準�

指標を検証するためのデータソース�

各レベルの目標を達成するために必要な条件であるが、プロジェクトではコントロー
ルできない条件�

プロジェクトを開始するために必要な条件�

プロジェクトの活動を行うのに必要な人員･機材･資金など�

成果目標を達成するために、投入を効果的に用いて行う具体的な行為�
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表2－2　主な検討項目�

大項目� 主な検討事項�中項目�

1. PDM 記載
事項に係
わる計画
達成度�

2. 妥当性�

3. 有効性�

職業リハビリテーションを受けた障害者の数、雇用されている障害者数
の推移�

1-1　上位目標の指標数
　　 値の推移　�

NVRC訓練修了生の就職率（62％以上）�
NVRC訓練生のマガン受入企業への就職率（75％以上）�

1-2　プロジェクト目標
　　 の指標数値の種類�

NVRCへの予算の増加率、就職した訓練修了生の地域分布、研修コース
数の推移、研修を受けた職員によるNVRC評価、研究発表回数等�

1-3　各成果の指標数値
　　 の推移�

上位目標は現時点でのインドネシア政府、社会省、我が国の援助方針な
どに合致しているか、していないとしたらその原因は何か。�

2-1　上位目標の妥当性�

プロジェクト目標は現時点でのインドネシア政府及び社会省の政策、タ
ーゲットグループのニーズに合致しているか、この目標は上位目標と整
合しているか。また日本の援助政策と整合しているか。�

2-2　プロジェクト目標
　　 の妥当性�

上記1-2で調べた指標の実績からみてプロジェクト目標の達成度合いは期
待された効果であったか。�

3-1　プロジェクト目標
　　 の達成度�

4. 効率性� 上記1-3で調べた指標の実績からみて各成果はどの程度達成されたか。資
源量に見合った成果が実施されているか。�

4-1　成果の達成状況�

5. インパクト� プロジェクトはインパクトを生み出したといえるか。上位目標に至るま
での外部条件の影響はあるか。�

5-1　間接的・波及的効
　　 果�

6. 自立発展性� プロジェクトの効果は協力終了後も持続していくか。NVRCに対する支
援の有無、社会省及びNVRCの組織体制、運営管理能力、また関連規制、
法制度の整備はなされているか。�

6-1　組織･制度的側面�

NVRCの予算の見通しと政府からの財政支援は継続しているか。�6-2　財政的側面�

移転技術が維持・普及されているか。資機材は適切に維持管理されてい
るか。�

6-3　技術的側面�

政策、経済・財政、組織・制度、技術、社会、文化、環境等の視点から
の効果は何か。�

5-2　予期しなかったプ
　　 ラス・マイナスの�
　　 効果�

上記1-5で調べた投入の時期、質及び量は、成果達成のために妥当であっ
たか。�

4-2　投入の妥当性�

プロジェクト実施体制は成果達成のために妥当であったか。�
�

4-3　プロジェクト実施
　　 体制の妥当性�

各成果によって引き起こされた効果であったか。�3-2　成果の達成がプロ
　　 ジェクト目標につ
　　 ながった度合い�

プロジェクト目標が達成されていないとしたらその原因は何か。外部条
件の影響はあるか。�

3-3　プロジェクト目標
　　 に至るまでの外部
　　 条件の影響�

それぞれの成果を達成するための活動実績�1-4　活動実績�

日本側及びインドネシア側の投入実績�1-5　投入実績�

インドネシア政府社会省、地方自治体制、経済危機の影響など�1-6　外部条件の推移�
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2－3 PDMの見直し・評価用PDM（PDMe）

本プロジェクトは 1997年 12月から協力が開始され、その後 2000年 6月に運営指導調査団が中

間評価を行って、プロジェクト当初に作成された PDM（PDMo）の見直しが行われ、改訂 PDM

（PDM2）が作成された。今回の評価計画を立てるにあたっては、まずPDM2を見直し、プロジェク

トをとりまく環境の変化や活動の変化の有無を確認し、終了時評価のためのPDM（PDMe）を作成

した（PDMo、PDM2は付属資料 2参照）。この「PDMe」は、プロジェクトが最終的に意図したもの

や実施した活動を反映し、かつ包括的な評価を行うための基礎となるものである。基本的には現

行の PDMを踏襲しつつ、現行の PDMにおいて具体的に示されていなかった前提条件、活動の外

部条件を加えるとともに、成果の表現及び指標の一部に追加・修正を加え、投入についても計画

どおり書き改めた。付属資料3.に　「PDMe」の日本語訳を示す（修正箇所を下線で、追加項目は網

目で示した）。

修正及び追加の内容は次のとおりである。

（1） JICAの PCMにおいて、成果は達成された状態を表すことになっており、そのため、成果

　　　2について、文中の表現の“実施する”を“確立される”に書き換えた。

（2） 項目 1）と同様の理由で、成果3の文中の表現の“実施する”を“強化される”に書き換えた。

（3） 項目 1）、2）と同様の理由で、成果 4の表現を“社会福祉施設等の職員が養成される”　か

　　　ら“社会福祉施設等の職員の技能が向上する”に書き換えた。

（4） 成果 1の指標として、“職員の配置”、“定期的な運営委員会の開催”、“NVRCの組織図”を

　　　追加した。

（5） 成果 3の指標として、“研修コースの数の推移”を追加した。

（6） 成果 4の指標として、“新しく導入された研修技能の数、及び就職斡旋に関するセミナー

　　　やワークショップの開催数”を追加した。

（7） プロジェクト目標から上位目標達成のための外部条件として、次の 3条件を追加した。

・  募集、選考、就職斡旋に関する全国的なシステムが確立する。

・  地方のリハビリテーションセンターや関連機関の施設が適切に維持管理される。

・  民間企業の協力が得られる。

なお、中間評価時点にて指標として設定されたが、本評価時において情報収集が困難であるこ

とから、次の指標については日本側、インドネシア側調査委員合意の下に、本評価の指標として

活用しないこととなった。

　　1－ 3　　Specialities of Indonesian C/Ps （インドネシア側カウンターパートの専門性）
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　　2－ 8　　Adaptability of training courses to Magang 　（研修のマガンへの適応度）

　　4－ 5　　Whether staff training is implemented along the policy （職員研修が政策に沿って実施さ

れているかどうか）

2－4 情報の収集・分析・結論の導出等

（1）情報収集

前述の評価デザインに従い、PDM記載事項の実績データを中心に情報を収集した。使用し

た主な情報源は以下のとおりである。

1） ミニッツ、R/D、活動計画（Plan of Operation : PO）、専門家報告書、各種調査団報告書、

会議議事録など

2） 終了時評価用PDM（日本語訳は付属資料3.、オリジナルは付属資料 1.ミニッツANNEX 1

に添付）

3） 日本側及びインドネシア側の投入に関する記録（ミニッツANNEX 3 Achievement of the

project に添付）

4） インドネシア国立障害者職業リハビリテーションセンター（NVRC）及びプロジェクトに

より作成された統計資料

5） 日本人専門家及びカウンターパートに対する質問票及びインタビュー

（2）情報の分析

本評価調査では、質問票によるサーベイとインタビューによって日本側及びインドネシア

側のプロジェクト関係者が共同で収集情報の整理と分析を行った。その結果を日本側、イン

ドネシア側双方の関係者が、これまでの実績について認識を共有し、協力終了後の活動の方

針が明確にされた。

（3）結論の導出及び報告

本評価調査の分析結果をもとに、日本側及びインドネシア側関係者と協議を行い、その結

果を英文の「合同評価」としたミニッツ（付属資料 1.）に取りまとめ、署名・交換した。

（4）その他

本評価調査に先立って 6月 24日、評価ワークショップ（表 2－ 3）を開き、インドネシア側

カウンターパート、日本人専門家を対象に、終了時評価調査の目的、JICAプロジェクト・サ

イクル・マネージメント（JPCM）における評価手法の概要とプロジェクト・デザイン・マト

リックスの説明及び評価用PDMの確認を行った。また評価グリッドを確認し、活動実績の確

認を行った。
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表2－3　評価ワークショップの概要�

2002年6月24日（日）　13：00～16：00日　　時�

場　　所�

目　　的�

参　加　者�

主な作業内容�

NVRC オーディオビジュアル室�

①　ワークショップの参加者にJICAプロジェクト･サイクル･マネージメ
　　ント（JPCM）における評価手法の概要を理解してもらう。�
②　終了時評価用PDMを用いることにより、プロジェクトの上位目標、
　　プロジェクト目標、成果、活動、それぞれの指標、外部条件、及び
　　投入についての確認を行う。�
③　評価グリッドを説明し、プロジェクトの実績表（ACHIEVEMENT OF�
　　 THE PROJECT）に基づいて必要な情報収集を行う。�

カウンターパート（NVRCの職員）20名、日本人専門家4名�
（モデレーター：評価分析団員、通訳及びアシスタント1名）�

①　終了時評価の概要、日程の確認�
②　JPCMにおける評価手法の概要とPDMの説明�
③　終了時評価用PDMの説明及び討議�
④　評価グリッドの理解�
⑤　活動実績の確認�
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第 3章　調査結果

3－1 プロジェクトの投入実績

（1）日本側投入

1） 専門家派遣

日本側は、本評価時点までに延べ 12名の長期専門家を派遣した。分野別にみると、チー

フアドバイザー、業務調整員、職業指導・評価、職業訓練（金属加工、印刷、電子）、及び

職員研修の各分野である。短期専門家については、延べ22名を派遣している。その内訳は

職業訓練分野では合計15名（印刷3名、縫製3名、小型エンジン4名、電子2名、コンピュー

ター 2名、機械加工 1名）、職員研修 1名、職業指導・評価 2名、調査・研究 4名となって

いる。

職業訓練の縫製とコンピューター分野はソロ・パイロットプロジェクトにおいて既に技

術移転が完了していることから長期専門家は派遣せず、短期専門家の派遣で対応し、また

調査・研究分野も討議議事録（R/D）においてインドネシア側が主体的に実施すると規定さ

れていることから長期専門家は派遣せず、短期専門家の派遣で対応した。中間評価時点で

は暴動や政変等の不可抗力によってプロジェクトの進行が妨げられたことが指摘されたが、

その後は専門家派遣がおおむね計画どおり実施されたといえる。（専門家派遣実績：付属資

料 7.（1）参照）。

2） 研修員受入れ

日本側は、本調査時点までに延べ26名の研修員を受入れた。年度別にみると、1997/1998

年度が 4名、1998/1999年度が 5名、1999/2000年度が 6名、2000/2001年度が 5名、2001/2002

年度が6名となっている。分野別実績をみると、プロジェクトマネジャー（社会福祉省所属）

2名、調査・研究分野3名、職員研修 3名、職業評価・指導4名、職業訓練14名（機械 4名、

電子4名、印刷3名、コンピューター1名、エンジン1名）となっている。（研修員受入実績：

付属資料 7.（2）参照）。

3） ローカルコスト負担

現地活動経費として、1999年度、2000年度、2001年度においてはインドネシア側の活動

予算の不足を補うため、経済危機への救急援助（LLDC特別現地業務費）など日本からの支

援措置が行われた。職業リハビリテーション普及促進セミナーを7都市で開催するため、現

地適用化事業費を2000年度は 213万 6,000円取得して 2都市で、2001年度は 900万円取得し
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て 5都市で実施した。2002年度の現地活動経費の総額は 1,890万 9,000円となっている。詳

細を付属資料 7.（3）に示す。

4） 機材供与

日本側は、インドネシア国立障害者職業リハビリテーションセンター（NVRC）の運営管

理及び障害者職業訓練に必要とされる機材を、評価時点までに総額約2億 1,700万円相当供

与している。供与機材実績を付属資料7.（4）に示す。これとは別に専門家の携行機材として

総額約 1,412万円を支出している。この他に 2億 7,000万円相当の機材が無償資金協力にて

供与されている。

（2）インドネシア側投入

1） カウンターパート（C/P）の配置

社会福祉省の解体に伴い、NVRCのスタッフの流出があり、121名であったスタッフは

2000年に 24名が他の組織に異動、7名が他の理由で流出している。インドネシア経済危機

や政変の影響を受けて、主管官庁であった社会省が再び正式な組織として確立されたのは

2001年 8月、その後省内人事が固まったのは2001年 11月のことであった。インドネシア側

は、プロジェクト活動に必要なカウンターパートを本評価時点で 65名配置している。カウ

ンターパートの配置実績：付属資料 7.（5）参照）。

2） 施設設備

本プロジェクトの活動拠点となるNVRCは、ジャカルタの南約55kmの西ジャワ州ボゴー

ル県チビノン市の中心部より約 10kmのところにあり、ジャカルタとボゴールを結ぶ幹線道

路からのアクセスも便利なところに位置している。NVRCの建物はインドネシア側に土地

の提供を受け、日本の無償資金協力によって建設され、1997年 12月にインドネシア側に正

式に引き渡された。敷地面積は 5万m2で、2階建ての施設内には各分野の訓練室、講義室、

視聴覚室、図書室、訓練生用宿舎（100名収容）、食堂、講堂、職員研修用の宿舎（36名収容）、

日本人専門家執務室などがある。施設内はバリアフリーを考慮に入れた設計となっている。

インドネシア側はプロジェクト活動に必要な、訓練室、研究室、会議室、日本人専門家執

務室を提供した。さらに、総額計 3億 4,900万ルピア（約500万円）の設備を投入した。（設

備投入の実績：付属資料 9参照）。

3） 運営コストの負担

ローカルコストについては、インドネシア側はこれまでに総額計 167 億ルピア（約 2億
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3,860万円、人件費除く）を投入している。インドネシア投入予算の実績を表3－ 1に示すと

おりである。1999/2000年度の開発予算が少額に査定されたため、1999年 10月の運営指導

調査団訪問時に国家開発企画庁（BAPPENAS）へ申し出た結果、2000/2001年度予算は増額と

なった経緯がある。また2001年度、2002年度においていずれも前年度比で約 20％の増額と

なっている。しかしながら、職業指導・評価／社会復帰分野、職業訓練分野、職員研修分

野、調査・研究分野において、恒久的に活動費が不足しているのが現状である。

3－2 活動実績

各活動の実績は 4－ 2 分野別評価の節に記載した。　

3－3 成果の達成度

本評価調査において、各成果に設定された指標を基に成果の達成度を確認した。

成果（1）　NVRCの組織と機能が確立される。

インドネシア政府主管庁である社会福祉省の解体に伴うNVRC職員の異動、流出と予算不足な

ど外部条件の変化に影響されながらも、NVRCの活動はほぼ計画どおり実施されており、基本的

な運営管理体制は確立されたといえる。

NVRCは障害者の職業リハビリテーションの組織として確立した。（組織図p.16：図 3－ 1参照）。

現在は総務部、職業リハビリテーション部、研修部、調査研究部が設立され、合計90名のスタッ

表3－1　インドネシア側の予算措置�

出所：NVRC総務部�

（単位：千ルピア）�

1997/1998

4 12 8 12 12 12

1998/1999 1999/2000 2000 2001 2002

2,635,4931,958,7392,108,701882,223116,348 3,123,109

予算に計上され�
ている月数�

通常予算�

350,467500,000770,7601,998,617 400,000開発予算�

58,800424,000 103,550特別予算�

2,171,783 2,861,201 2,458,739 2,985,960 3,626,6592,596,125合計�

180,982 357,650 204,895 248,830 302,222649,031月平均額�

-72％� 98％� -43％� 21％� 21％�
予算増加率�
（前年比）�

460,000 752,50057,160
OECFよりの
借入�
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フが配置されている（指標 1-8）。R/Dにおいては 121名のスタッフの配属が定められていたが、社

会福祉省の解体に伴い、職員の他省庁への異動、その他の理由での職員の流出があったため、現

在は90名である。社会省への聞き取り調査によると、職員の育成が図られたことにより、効率的

かつ効果的な運営が可能となったので、現行の 90名体制で当面運営をしていく方針とのことで

あった。また、組織運営のための種々の委員会が設立されている。これらの委員会リストは付属

資料 10に示すとおりである（指標 1-7）。一方、R/Dにおいては運営委員会（Steering Committee）は

2か月に 1度開催されることになっていたが、中間評価後 2度開催されたのみであった。年 1回の

開催が規定されている合同調整委員会（Joint Coordinating Committee: JCC）についても、これまでの

プロジェクト期間中に 2度開催されたのみであった。プロジェクト運営に係る日本人専門家とイ

ンドネシア側カウンターパートとのコミュニケーションが円滑であったとはいいがたい。またア

ンケート調査においてもプロジェクトの計画、進捗に関して日本側とインドネシア側が情報を共

有していなかったとのコメントがあった。

予算措置については 2000年まで経済危機の影響が強く、この時期は通常予算のほかに海外経済

協力基金（OECF・当時）からの借り入れ、社会省からの特別予算割り当てがあった（指標 1-2）。表

3－ 1（前掲）に示したとおり、2001年、2002年にかけては前年度比でいずれも 21％の予算の増額

があった。

プロジェクトのカウンターパートは付属資料 8.に示すとおりで、所長 1名、総務部 1名、職業

リハビリテーション部21名、職員研修部27名、調査研究部15名となっており、総勢65名である。

1998年 11月にNVRCが組織として承認されてから本評価調査（2002年 6月）までのカウンターパー

トの在籍率は平均87％となっている（指標 1-6）。また、職員の出勤状況は、記録（1999年より実施

されている）によると、職員欠勤率0.5％となっており、極めて良好である（指標1-1）。本評価のア

ンケート調査によると、職員配置について、カウンターパートの適性にあった配置がなされてい

なかったというコメントがあった。

機材の維持管理については、おおむね良好であった（指標1-4）。機材によって使用頻度は異なる

が、どの機材も活用可能な状態に管理されており、整備状況は良好であった。機材リストと管理

状況については付属資料7.（3）～（5）に示すとおりである。しかし2002年にコンピューター機器の

盗難事故が2度発生し、コンピューター19台（うち 2台はインドネシア側購入機材）とプリンター

6台が盗まれている。この事故以降、高額な機材のある訓練室には窓枠に鉄格子が設置された。ま

た安全管理委員会は月 1度の巡回を実施していたが、盗難事故以降は警備員と男性職員による巡

回が日中と夜間、毎日行われている（指標1-5）。本来の機材の安全管理と同様、盗難等が発生しな

いための安全保管体制にも留意していく必要がある。（安全管理巡回の資料：付属資料 11.参照）。
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図3－1　国立障害者職業リハビリテーションセンターの組織図�

（National Vocational Rehabilitation Centre, Cibinoug）�総人員　90名�

Director�
所長�

Drs. Abdul Rifai Mas　1

Vocational Rehabiltation Division�
職業リハビリテーション部�

Drs. Sumarsono　（1）　合計 42

Program Planning and Vocational Evaluation�
SubDivision　企画・職業評価課　（5）�

Vocational Training Sub Division�
職業訓練課　（30）�

Resoucialization and Aftercare Sub Division�
社会復帰課　（6）�

Program Planning and Training Evaluation�
Sub Division　研修企画・評価課　（4）�

Rehabilitation Auxiliary Equipment�
Skill Training Sub Division�
補装具研修課　（3）�

General Skill Training Sub Division�
一般技術研修課　（3）�

Vocational Research and Development Sub 
Division　職業リハビリテーション調査
研究課　（4）�

Instructors Research and Development �
Sub Division　�
職業指導員調査研究課　（5）�

Resocialization and Aftercare�
Research and Development Sub Division�
社会復帰調査研究課　（2）�

Staff Training Division�
研修部�

Drs. Yahya Kamaruddin　（1）　合計 11

Research and Development Division�
調査研究部�

Drs. Ade Suherman　（1）　合計 12

General Affairs Sub Division�
総務課（10）�

Personnel Sub Division�
人事課（7）�

Finance Sub Division�
経理・会計課（6）�

Administration Division�
総務部�

Drs. Darmawi Rani（1）　合計 24
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成果（2）広域の募集・選考システム、職業紹介システムが確立される。

中間評価時において、職業斡旋システムが首都ジャカルタとその周辺の地域（JAkarta, BOgor,

TAngerang and BEKasi :JABOTABEK）域内にとどまっていたことで、広域への展開がその後の課題

であった。本評価時点でのNVRC修了生の就職先の地域分布によると JABOTABEK域外の割合が

やや増加の傾向になっていることが認められた。しかし、中間評価時点で問題視された企業開拓

するための活動費（職員の交通費や宿泊費等）の不足、地方の労働事務所や他の関係機関の協力が

十分に得られていないこと等は依然として課題となっている。

NVRCへの応募者の推移を地域別にみると表3－ 2のようになる（指標2-1）。第2期生よりNVRC

に直接応募するようになり、その割合は年々増えている。第 5期生では 70％の応募者がNVRCへ

の直接応募者である。

次に、選考を経てNVRCに入所した訓練生の出身センターの割合は表3－ 3のとおりである（指

標 2-2）。　

表3－2　出身センター別応募者分布の推移�

出所：NVRC職業リハビリテーション部�

第1期�センター名� 第2期� 第3期� 第4期� 第5期�

0Medan 15 8 12 10

20Palembang 22 28 31 32

38Cengkareng 15 31 13 7

22Bangil 26 0 25 0

0Makasar 18 11 22 11

0Solo 3 4 3 0

0Timor 7 0 0 0

0NVRC 85 81 87 133
80Total 191 163 193 193

表3－3　出身センター別入所者の分布の推移�

出所：NVRC職業リハビリテーション部�

第1期�センター名� 第2期� 第3期� 第4期� 第5期�

0Medan 4 8 7 5

10Palembang 19 19 17 19

19Cengkareng 5 13 4 6

11Bangil 20 0 16 0

0Makasar 8 5 12 10

0Solo 3 4 1 0

0Timor 1 0 0 0

0NVRC 41 51 39 58

40Total 101 100 96 98



- 18 -

表3－4　マガン受入企業数の推移�

出所：NVRC職業リハビリテーション部�

第1期生� 第2期生� 第3期生� 第4期生�

18マガン受入企業数� 32 43 37

（2）�日系企業の内訳� （9）� （8）� （8）�

表3－5　NVRC修了生の就職先への分布�

出所：NVRC職業リハビリテーション部�

就職者総数� JOBOTABEK域内への
就職者数�

JOBOTABEK域外への
就職者数�

第1期生� 30 18（60％）� 12（40％）�

第2期生� 58 53（91％）� 5（9％）�

第3期生� 72 60（83％）� 12（17％）�

第4期生� 79 59（75％）� 20（25％）�

訓練生はNVRCでの訓練を終了後にマガン1として企業で実施訓練をする。その後マガン受入先

企業で雇用されるケースが多いが、NVRCからマガンを受入れる企業数は表 3－ 4のとおり、増加

の傾向にある（指標 2-3）。　

マガンが就職に結びつくケース（マガンと就職の適合率）を調査した結果、期ごとに適合率は上

昇していることが確認された。また 5コースのうち電子部門の修了生の適合率が高い。このこと

はNVRCでの訓練が市場のニーズに合致していることを裏づけている。（マガンと就職の適合率：

付属資料 12.参照）。

ケース会議はNVRCで①職業リハビリテーションを受ける訓練生を選抜する、②マガン受入れ

を決定する、③訓練終了後のNVRC卒業を確定するという3つの目的で毎年3回開かれている。　

この会議は、NVRC所長、職業リハビリテーション部長、評価課職員、心理職員、訓練課所属の

ソーシャルワーカー、コーディネーター、社会復帰課職員と専門家が参加し、所長の指揮の下に

行われている。これまで予定どおり毎年実施されている（指標2-4）。NVRCの訓練修了生の就職先

の地域分布は JABOTABEK域内と、域外を比較すると、徐々にではあるが、表 3－ 5のとおり、

JABOTABEK域外への就職の割合が増えていることがわかる（指標 2-5）。

これはNVRC職員による職業斡旋活動が積極的に行われてきた結果であると思われる。NVRC

職員はNVRC訓練生のマガンへの受入れについては職員が直接企業を視察訪問している。マガン

受入れ後には職員が企業を視察、マガンとして就業しているときにも彼らの就業状況を視察し、

指導している。また修了生が企業に就職後には文書発送、電話・テレックス等で問い合わせをし

1　マガン（Magang）とは、職業リハビリテーション訓練の後、実施体験を得るために企業で 2か月間訓練生として
就業することになっている訓練生の呼び名である。
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たあと企業訪問し、就職後のアフターケアを行っている（指標2-6、7）。（職業斡旋活動：付属資料

13.参照）。

成果（3）　職業訓練が強化される。

本評価では、職業訓練は計画どおり実施されており、またカリキュラム委員会によって訓練内

容の充実も図られて、職業訓練が強化されてきたといえる。今後NVRCでは訓練生を増加し、コー

スを拡充することも検討されており、更なる改善が期待される。

計画された研修生数が確保され、第1期生は 40名、第 2期生以降は 100名が入所している（指標

3-3）。　第 1期では計画どおりソロセンターから技術移転を受けたコンピューターと縫製の 2コー

スが行われ、第2期生より電子、印刷、金属加工の3コースが新たに開始され、全5コースが計画

どおり実施されてきた（指標 3-5）。また、訓練時間はR/Dにおいて全コースとも 1,000時間と規定

されていたが、各コースのニーズに合わせて変更され、現行では全コースともに1,640時間となっ

ている（指標 3-4）。各訓練コースの現行カリキュラムを付属資料 14.に示す。訓練内容については

毎年カリキュラム委員会が開催され、市場のニーズを反映させるべく検討がなされており、カリ

キュラムの改訂はほぼ毎年行われている（指標 3-2）。2001年 11月に開催された 2002年第 5期職業

訓練カリキュラム検討会議に関する資料を付属資料15.に示す。この結果、数多くの教材やマニュ

アルが作成されており、また今後も引き続き作成される予定である（指標 3-1）。（コース別教材の

リスト：付属資料 16.参照）。

成果（4）　社会福祉施設等の職員の技能が向上する。

NVRC 及び社会福祉施設等の職員研修は職員研修ガイドラインを有効活用して実施された。

NVRCの研修参加者からは研修時間を増強することが期待されている。また地方センター職員の

研修参加を拡充して、NVRCの技術を普及していくことが今後の課題と思われる。

日本人専門家の指導により職員研修ガイドラインが作成された。ガイドラインには、研修原則、

研修システム（訓練インストラクター研修、リハビリテーション職員研修、職業リハビリテーショ

ン総務職員研修）が詳細に記載され、職員の研修の指針として活用されている。研修教材やマニュ

アルは、このガイドラインに準じて作成されている（指標4-1）。職員研修ガイドラインの目次は付

属資料 17.に示すとおりである。このように職員の技能向上は図られつつあるといえるが、NVRC

職員からの聞き取り調査では、職員研修時間が不足しているため、職員研修時間を増加させるこ
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表3－6　職員研修の実績と今後の予定�

出所：NVRC職員研修部�

コース名�

1998年�

1999年�

金属加工指導員研修�
職業評価職員研修�

1週間�
8週間�

20名�
35名�

2週間�
10週間�
10週間�

20名�
5名�
5名�

職業評価職員研修�
電子指導員研修�
縫製指導員研修�

2000年� 2週間�
2週間�
8週間�
8週間�

30名�
20名�
25名�
20名�

社会復帰業務担当者研修�
ソーシャルメーカー研修�
コンピュータ科インストラクター研修�
金属加工科（溶接科）インストラクター研修�

2002年� 4週間�
4週間�
�

4週間�

20名�
20名�
�

30名�

職業アセスメント・ネットワーク職員基礎研修（1）�
職業アセスメント・ネットワーク職員基礎研修（2）
（予定）�
NVRC／地方センターの�
インストラクター指導法研修（予定）�

2001年� 2週間�
4週間�

30名�
20名�

社会福祉施設研修�
印刷科インストラクター研修�

期間� 参加者数�

とが技能向上に必須であるというコメントが多かった。職員研修の開催回数は年平均 3回となっ

ており（指標 4-2）、参加者は地方の社会福祉施設やNVRCから毎年平均で 60名ほどになっている

（指標 4-3）。（職員研修のリスト：表 3－ 6参照）。

また初回の職員研修から、研修参加者の研修内容、研修講師に対する評価を実施しており、研

修の質の向上が図られている（指標 4-4）。2001年に実施された社会福祉施設研修の研修評価結果

は付属資料 18.に示すとおりである。また職業紹介を目的としたセミナーは 2001年及び、2002年

に 7回開催されている。セミナーでは職業リハビリテーションの説明、啓蒙活動を目的として、地

方政府、施設職員、NGO、事業主を対象に、障害者に対する職業リハビリテーションの必要性を

説明している。と同時に事業主を招待し、障害者の雇用促進にも役立てるように配慮している。毎

回 90名ほどの参加者がいる（指標 4-6）。（セミナー開催実績：付属資料 19.参照）。

この職員研修については、地方分権化の導入によって、地方政府の管轄となった地方事務所、社

会福祉施設との連携が困難になりつつある。今後はこれら地方政府との協力体制構築に努力して

いく必要がある。

成果（5）　調査・研究の機能が確立される。

調査・研究部門が設立され、種々の調査が実施された。調査結果を発展させて活動に織り込ん

でいくことが今後の課題である。また市場のニーズを把握する調査に焦点を当てていく必要があ

る。
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これまで 22件の調査が計画されたが、12件が実施されている（指標 5-1）。R/Dに規定された研

究分野のほとんどを網羅しているが、職業訓練評価・分析に関する調査はまだ行われていない。調

査研究部門についてはインドネシア側の自助努力を前提としていたため日本人長期専門家による

技術移転は行われず、短期専門家によって技術移転を実施してきた。現時点では実施した調査の

結果を発展させて具体的な活動に取り入れていくレベルにはまだ達していない。今後は、障害者

に対する市場のニーズを的確にとらえていくための調査に力をいれていく必要がある。これまで

の調査研究実績は付属資料20.に示すとおりである。調査研究の成果発表はこれまでに 6回行われ

た。成果発表のほかにNVRCのBulletin、Leafletの作成も行っている。NVRCの Bulletinは年 2回発

行されるが、調査研究部が編集し、職業訓練印刷コースによって 500部印刷・製本され、地方の

社会事務所、センターに配布されている。発行経費等はNVRCで賄っており、これはNVRC内部

の連携の大きな成果だといえる。参考としてBulletinのコピーは付属資料21.に示すとおりである。

また、調査・研究部門ではNVRCの活動の広報についても貢献しており、NVRC活動のビデオを

完成した。

3－4 プロジェクト目標の達成度

プロジェクト目標NVRCにおいて、職業リハビリテーションシステムが確立されるインドネシ

アはほぼ達成されたといえる。NVRCでの職業リハビリテーションシステムは確立し、NVRC訓

練修了生の企業での就業実績は良好である。プロジェクト目標に対する指標のうち、マガン受入

企業へのNVRC修了生の就職率は第4期生では100％（JABOTABEK域内、域外ともに）を達成、ま

た全修了生の就職率も第 2期生より目標の 62％を超えている。第 1期生からのマガン受入企業へ

のNVRC修了生の就職率（指標1）と、修了生全体の就職率（指標2）は表 3－ 7～ 9に示すとおりで

ある。

表3－7　マガン受入企業への訓練生の就職率（JABOTABEK域内）�

出所：NVRC職業リハビリテーション部�

マガン訓練生数�

第1期� 28 18 64％�

第2期� 92 53 58％�

第3期� 85 60 71％�

第4期� 57 59 100％�

合　計� 262 190 73％�

就職者数� マガン受入企業へ
の就職率�
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表3－9　NVRC修了生の就職率�

出所：NVRC職業リハビリテーション部�

修了生数�
第1期� 40 23 57％�

第2期� 96 61 64％�

第3期� 98 71 72％�

第4期� 94 75 80％�

合計（平均）� 328 230 （70％）�

就職者数� 修了生の就職率�

また、2002年 6月時点におけるNVRC修了生の就業状況を確認したところ、期ごとに修了生の

定着率も改善している。本評価時に訓練中であった第 5期生に対してアンケート調査をした結果

によると、NVRCでの訓練に対し 86％が満足であると回答している（指標 3）。問題点として指摘

されたのは研修材料の不足であった。また今後NVRCに導入されることを期待している訓練コー

スとして工芸品、英語、料理があげられた。市場ニーズにあった訓練内容改訂の可能性はNVRC

所長、社会省担当官からも示唆されており、今後更なる検討が必要と思われる。（訓練生アンケー

ト結果：付属資料 22.参照）。

また、マガン受入企業 20社へのアンケートによると、訓練生の技能、就業姿勢等について75％

は大変良好又は良好と回答している（指標 4）。　

修了生を採用の対象としている企業からのコメントは次のとおりである。

● 訓練生には従業員になりたいとの強い希望がある。

● 訓練生は一般的な従業員の候補者として、機械作業に従事するだけの能力と注意力を有して

　　 いる。

● マガンにおける訓練生の勤務状況には満足している。

● 健常者でも経験のない者よりは、訓練を受けた障害者を雇用することのメリットの方が高

い。

● 作業態度、能力面で優秀であり、即戦力と考えられる。

表3－8　マガン受入企業への訓練生の就職率（JABOTABEK域外）�

出所：NVRC職業リハビリテーション部�

マガン訓練生数�

第1期� 0 12 NA

第2期� 3 5 100％�

第3期� 12 12 100％�

第4期� 12 20 100％�

合　計� 27 49 100％�

就職者数� マガン受入企業へ
の就職率�
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● 健常者を含め、これまで行った採用試験の合格者の中で最高得点者である。

● 訓練で習得したことが、当社でそのまま生かされている。

修了生を採用の対象としなかった企業からのコメントは次のとおりである。

● 採用計画の変更により採用に至らないが、能力的には満足している。来年度は受入れたい。

● 技術的な面及び従業員としての適性に満たない。

（アンケートの結果：付属資料 23.参照）。

NVRCの設立後、政府関係者、社会福祉事務所、大学、医療機関がNVRCを視察している（指標

5）。

視察機関は 1999年は 76社（者）、2000年は 15社、2001年は 26社、2002年はこれまで 16社が訪

問している。主な視察者のリストは付属資料 24.に示すとおりである。また日本人専門家による訓

練指導の技術移転度について、各カウンターパートに調査した結果（自己評価によるもの）、イン

ドネシア側カウンターパートの多くは移転された技術はおおむね習得できたとしている。技術移

転の対象となった科目は金属加工 6科目、電子 9科目、印刷 6科目、縫製 6科目、コンピューター

4科目である（指標 6）。

専門家による技術移転の結果は各成果の実績にそれぞれ反映されている。しかし自己評価にお

ける技術移転レベルはデータとしての客観性を期待できないため、本指標の結果は技術移転され

た分野を確認した参考データにとどめることとした。

3－5 上位目標の達成度

本評価時点では、インドネシア全国レベルでの職業リハビリテーションを受講した障害者の数

及び障害者の就業人口を把握することは困難であったため、上位目標の達成度を図ることはでき

ない。しかし、NVRCの修了生数及び修了生の就職率はプロジェクト期間中に明らかに向上して

いることから、本プロジェクトが上位目標に対して貢献していることは確認できた。本プロジェ

クトの上位目標の指標を測るシステムづくりを今後検討する必要があると思われる。
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第 4章　評価結果

4－1 評価5項目の評価結果

本節では、妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性という 5つの観点（評価 5項目）

からプロジェクトの実績を分析し、課題を検討する。

4－ 1－ 1 妥当性

妥当性とは、プロジェクト目標及び上位目標が、受益者のニーズと合致しているか、援助国

側の政策と日本の援助政策との整合性はあるか、など「援助プロジェクトの正当性」をみる評価

項目である。

（1）インドネシア国政府の政策との整合性

インドネシアの障害者人口は約 700万人（総人口の 3.11％）と推計されているが、障害者

に対するサービスは十分とはいえず、彼らの就業機会は限られている。このような状況の

中で、1997年にインドネシア政府は「障害者に関する法律（法律第4号）」を制定し、障害者

の権利と機会均等、社会参加を奨励した。また 1998年には「障害者の福祉向上に関する政

令」を制定し、各企業に総従業員の 1％は障害者を雇用することを奨励し、障害者の雇用の

促進に力を入れている。一方、1998年以降の経済危機は障害者の雇用促進を阻む大きな要

因となり、また本プロジェクトの主管官庁であった社会福祉省の組織解体はプロジェクト

の進捗を阻む大きな要因となった。しかし 1998年には開発調整大臣並びに社会大臣より、

インドネシア国立障害者職業リハビリテーションセンター（NVRC）は組織として法的に

Eselon II1の承認をされており、1999年には、大統領令83号によって社会省が障害者の雇用

促進を含めた社会福祉改善のための調整役として指定される等、インドネシア政府は障害

者の社会福祉改善を後押ししている。加えて、2000年～ 2004年国家開発計画（PROPENAS）

において、障害者の社会能力を高め、生産力をもつ労働力とすることが、社会福祉プログ

ラムの一環として掲げられており、障害者の職業リハビリテーションのニーズが増大して

いることから、NVRCへの応募者も年々増加している。これらのことから、本プロジェク

トの上位目標及びプロジェクト目標はインドネシア政府の開発政策に合致し、また裨益者

である障害者のニーズに合致しているといえる。

1 Eselonとは管理職に与えられる格づけ（給与等級）であり、4ランクある。EshelonIが最高位となっている。この
格づけがあがることによって組織の長がどのクラスにあるのか明らかになり、省内での組織の位置づけに影響を
与える。具体的には、予算配分、省内意思決定における組織の位置づけが有利になる。
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（2）受益者のニーズとの整合性

インドネシアでは障害者の職業リハビリテーションのニーズが拡大しており、NVRCで

はプロジェクト開始後、年々入所希望者が増大している。第3期、4期においては入所訓練

生枠 100名の 2倍の障害者が応募している。

（3）日本の援助政策との整合性

JICAの国別事業実施計画において、社会福祉と労働環境の整備が社会開発における重点

分野の 1つとされていることから、本プロジェクトの上位目標及びプロジェクト目標は我

が国の対インドネシア援助政策との整合性もあり、計画の妥当性は高いといえる。

4－ 1－ 2 有効性

有効性とはプロジェクト目標が期待どおり達成されているか、それが成果の結果もたらされ

たものであるかどうかを見る評価項目である。

（1）プロジェクト目標の達成度

第 3 章に見たとおり、NVRC における職業リハビリテーションシステムが確立され、

NVRC 修了生の就業実績は企業からも高く評価されるようになってきたことから、プロ

ジェクト目標はほぼ達成されたといえる。

（2）成果の達成がプロジェクト目標につながった度合い

5つの成果はプロジェクト目標達成に貢献している。成果 1では、NVRCの組織・機能が

確立され、応募者数も年々増加している。成果2では、NVRC修了生の就職率は向上してお

り、また彼らの就職先での業務実績は企業側から高い評価を受けるようになってきた。今

後は広域への就職斡旋について焦点をあてていくことが重要と思われる。成果 3について

は、職業訓練は計画どおり実施され、カリキュラムについては市場ニーズを反映させる努

力も行われている。成果 4については、職員研修ガイドラインを有効活用しながら、社会

福祉事務所の職員の技能向上が図られている。職員研修の時間を更に増強することが期待

されている。成果 5については、調査研究部門が確立され、有効な調査が実施された。今

後は研究成果を発展させて、具体的に活動に織り込んでいくことが期待されている。この

ように、NVRCの組織、訓練、調査研究のすべての分野にわたる改善が、職業リハビリテー

ションシステムの確立に有効的に結びついたといえる。
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（3） 成果の達成がプロジェクト目標につながるのを阻害した要因

上述したとおり、本プロジェクトのプロジェクト目標はほぼ達成されており、深刻な阻

害要因は認められない。一方、インドネシアの経済危機と政情不安に伴う政府関係省庁の

再編、及び地方分権化が、プロジェクトの進捗を阻害した要因となったことは事実である。

プロジェクトの所轄官庁である社会省は2001年 11月にようやく組織編成が完了した。地方

分権化によって地方の社会福祉事務所との協力関係の構築が困難になりつつあるため、今

後地方政府や労働移住省等の関係省庁の連携体制構築が重要である。

4－ 1－ 3 効率性

効率性とは投入と成果の関係性を調べることによってプロジェクトの資源の有効活用ができ

ているかどうかをみる評価項目である。各成果の達成度及びそれに対する投入の手段、方法、

時期・期間を検討した結果、プロジェクト実施の効率性はほぼ満足できるレベルに達している

といえる。

（1）投入の妥当性

1） 日本側の投入

① 専門家派遣―専門家派遣時期、派遣専門家数、専門家の技能はおおむね妥当であっ

た。しかし派遣分野については、アンケート調査によると縫製、コンピューター、調査

研究分野にも長期専門家を派遣すべきであったとの意見が多く聞かれたように、より多

岐にわたる訓練ニーズに応えることがより効果的であったと考えられる。

② 機材供与―投入された機材については、おおむね適切に利用されている。また機材

によって使用頻度は異なるが、どの機材も活用可能な状況に維持管理されており、整備

状況は良好であった。

③ 研修員受入れの妥当性―研修内容、期間、派遣時期はいずれも適切であったが、イ

ンドネシア側からは日本での研修機会の増加を希望する声が多く聞かれた。

④ ローカルコスト負担の妥当性―経済危機の深刻な影響に対して、日本側から特別予

算の割り当てがあり、緊急事態の打開に効果的であった。

2） インドネシア側の投入

① 人員の配置―経済危機に伴う政府省庁の再編成の影響で 111名中 24名のカウンター

パートが他の組織等に異動している。またカウンターパートの配置が適材適所ではない

ため効率性が低い部分もあった。

② プロジェクト事務所・施設提供措置―JICAのプロジェクト事務所はNVRCの 2階部

分にあり、プロジェクト活動に必要なスペースと機能が与えられており、適切であった。
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③ 運営コスト負担―予算は2001年より前年度比で約 20％増加しており、インドネシア

側の財政確保努力が認められ、それらは効率的かつ有効に活用された。しかしながら、プ

ロジェクト終了後も現行の活動を維持していくには、今後は研修材料費、機材維持管理

費、就職斡旋に係る経費等を捻出する更なる努力が必要である。

（2）プロジェクト支援体制

政府関係省庁の再編のため、合同調整員会（JCC）はこれまでに 2度開催されただけである。

また、実務レベルの運営委員会（Steering Committee）は中間評価後に2度開催されたのみで、プ

ロジェクト支援体制は効率的に機能していたとはいえない。

4－ 1－ 4 インパクト

インパクトとはプロジェクト実施によりもたらされる、より長期的、間接的効果や波及効果

をみる評価項目であり、プロジェクト計画時に予期しなかった正・負のインパクトも含んでい

る。

（1）間接的・波及的効果

プロジェクトの上位目標である国レベルでの障害者の雇用状況改善については、データ

がないため厳密に把握することはできないが、NVRCの訓練修了生においては、第1期から

第 4期まで就職率は期ごとに上昇しており、プロジェクトはインドネシアにおける障害者

の雇用状況の改善に貢献してきたといえる。

（2）予期しなかったプラスの影響

本プロジェクトのプラスのインパクトとして次のことがあげられる。①障害者の職業リ

ハビリテーションという新しい概念が首都ジャカルタとその周辺地域（JABOTABEK）内の

企業や地域社会に浸透しつつあること、②NVRC訓練修了生の就職先での実績や規律正し

い就業態度が評価され健常者の同僚の就業意欲を高める結果にもなっていること、③障害

者自身が働くことによって自信をもちはじめ、障害者の勤労者としての能力が認められつ

つあること。

（3）予期しなかったマイナスの影響

本プロジェクトのマイナスのインパクトとしては、NVRC訓練修了生の多くがJABOTABEK

域内への就職を希望するため、当該地域の就職競争が激化する傾向になっていることがあ

げられる。
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4－ 1－ 5 自立発展性

自立発展性とは我が国の協力が終了した後も、プロジェクト実施による便益が持続されるか

どうかを検討する評価項目である。

（1）組織的側面

NVRCにおいて職業リハビリテーションシステムを確立するというプロジェクト目標は

インドネシア政府の政策に合致しており、障害者の職業リハビリテーションのニーズは拡

大している。また、NVRCの活動には、地方センターや社会福祉機関の関心が高まってお

り、NVRCに対する政府や関連機関からの支援は今後も継続されると思われる。

（2）財政的側面

インドネシア政府はこれまでNVRCへの予算獲得、拡充に尽力してきているが、本プロ

ジェクトによって得られた成果を継続させ、向上させていくには、今後更なる財源確保が

必要である。特に研修材料費、機材維持管理費、就職斡旋等についての財源確保が重要で

ある。

（3）技術的側面

インドネシア側カウンターパートへの技術移転は、計画どおり進展してきたといえる。

今後は職員研修を拡充し、日本人専門家から習得した技術を職員間で普及させていく努力

が必要である。
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4－2 分野別評価

各分野別の評価を、それぞれ表形式でまとめた。

　4－ 2－ 1  センター運営管理

1.　投入実績� （日本側）�
1.　長期専門家　　　　　　1名　　　（計2名）�
2.　短期専門家　　　　　　0名        　（計0名）�
3.　カウンターパート研修　1名            （計2名）�
4.　機材供与 　教育用訓練機材、試験検査用機器、特殊工具等（各コース共通）�
�
（インドネシア側）�
1.　カウンターパート配置　 1名 　　 （計1名）�
2.　予算措置　　7,701,405,000Rp（1997～2001年）（各コース共通）�
3.　土地・建物：NVRC施設、土地�

1.　NVRCの組織、体制の整備及び施設、設備の整備を完了した。�
2.　NVRCの運営体制確立のために、NVRC合同調整委員会（JCC）をはじめとして、運営委 
員会、部長会議を設置した。また、カリキュラム整備のためのカリキュラム委員会と
施設防犯のための安全委員会（1999年）を設置した。�

3.　機材の維持管理責任者を任命し、維持・管理体制を確立した。�
4.　カウンターパートを適切に配置した。�

1.  組織、体制の整備については、整備されてはいるものの、社会省へと移行（1999年）す               
る際に、NVRCの職員に他省への移動が許され、24名がこれを希望し、（このうちカウ
ンターパート研修受講者1名を含むカウンターパート3名含む）現在の職員数が90名と
当初の予定（121名）を下回る状況にある。カウンターパートの何人かは補充されてい
るが、カウンターパートとなるべき幹部職員（職員研修部長）については4か月間未着
任状態が続いている。カウンターパートの配置については運営上大きな支障はないも
のと思われるが、幹部職員については早急に対応が図られるべきであろう。社会省と
しては職員の育成が図られたことにより、効率的効果的な運営が可能になったので、
現行の90名体制で当面運営していくこととしたいとの説明があった。定員は減になっ
ているものの組織の格づけには変更がないとのこと。�

2.　運営体制としては、（1）運営委員会（2～3か月に1回、プロジェクト参加）及び部長会議
が開催されているが、合同調整委員会は、社会省が社会庁へと移行した時期から開催
されていない。（2）カリキュラム委員会では2002年4月のものを含め4回のカリキュラ
ムの改訂を実施している。（3）盗難事故が2度発生しており、コンピューター19台（う
ち2台はインドネシア側購入機材）とプリンター6台が盗まれた。このため、高額な機
材のある訓練室等については窓枠に鉄格子をはめ、警備員5、6名及び職員若干名によ
る巡回（7時までは2名、7時以降は5、6名のチーム編成）、警備員の警察での研修（2回
／週を3か月間）の実施などの対策が講じられている。盗難による機器の不足のため、
訓練生複数で1台の機器を利用するなど訓練等への影響が出ているものの、この対策
実施以降には盗難被害は発生していない。�

3.  機材維持管理については、責任者を決め、対応を具体的に定めてはいるものの、恒常
的な維持管理経費の不足により、頻繁な断水、訓練機器の未修理等の状況が常時みら
れる。また施設の設計上照明設備などにやや管理しにくい面もある。�

1.  インドネシアにおける職業リハビリテーションシステムの中核となるべき施設の運営
としては、一定の成果をあげており、プロジェクト目標はおおむね達成されていると
いえる。現在の施設運営体制により当面は障害者の雇用促進に資することができるが、
障害者の障害内容、あるいは産業の動向等を見据えながら自立発展することが期待さ
れる。システムとしては今後更なる機能向上が望まれる状況である。達成状況を遅ら
せることとなった要因の1つとして、度重なるインドネシア国社会省を含む行政組織
の改編に加え、地方分権化等の影響により、社会省の対障害者政策、特に職業リハビ

2.　活動実績�

3.　成果の達成状況�

4.　プロジェクト�
　　目標の達成状況�
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　 リテーションに関するものが具体的に定められなかったこと、またNVRCの運営のた
めの関係省庁、機関との連携が十分に図られなかったことなどがあげられる。ただし、
研修講師の派遣などの労働移住省本省との関係は改善され、良好に保たれている。�

2.  職業リハビリテーションシステムではそのときどきの障害者の状況と、労働市場とを
分析し、個人を尊重しつつも効果的なマッチングを計画しなければならないが、今後
PSBDやその他の関係機関との効果的な連携体制が望まれ、特に職場開拓を含んだ対
事業主への活動が、地方政府も含み、組織的かつ自主的に行われることが不可欠であ
る。�

3.  各カウンターパートの専門性の向上が図られたが、さらに専門職としての位置づけを
明確にし、NVRCの自立発展性を向上させる必要がある。現在確認されている資格制
度としては訓練指導員（労働移住省）、調査員（人事院ほか）などがあるが、職業評価あ
るいは職場実習先開拓などを含めた業務に携わる職員の専門性について、社会省自ら
が制度化することが必要ではないか。�

1.　投入実績� （日本側）�
1.　短期派遣専門家　　　　　2名　　　　計3名�
2.　カウンターパート研修　　2名　　　　計3名�
3.　機材供与    教育用訓練機材、試験検査用機器、特殊工具等（各コース共通）�
�
（インドネシア側）�
1.　カウンターパート配置　　 8名�
2.　予算措置　　7,701,405,000Rp（1997～2001年）（各コース共通）�
3.　土地・建物：NVRC施設、土地�

1.　短期専門家による調査、研究手法の技術移転を中心に活動が行われた。�
2.　調査研究は22本計画され、このうち13本（1998年3本、1999年1本、2000年3本、2001年
　　3本、2002年3本）が実施された。報告書は各研究調査で平均50部程度作成され、社会
　　省、労働移住省、地方障害者職業リハビリテーションセンター（PSBD）、JICA事務所、
　　事業主団体等に配布された。�
3.　調査研究以外にNVRC広報用のパンフレットの作成や、図書館の管理も調査研究部門
　 の業務と位置づけられている。このほか定期的（年2回）に発行する広報誌があり、500
　 部を関係諸機関に配布している。�
4.　広報活動も兼ねた展覧会を年2回程度実施している。関係機関の要請（労働移住省から
　　のもの）を受けて出展したものもある。�

1.  調査研究は基本的な内容にとどまるものの、確実に実施され、調査手法の習熟、向上
がなされている。�

2.  長期専門家の派遣はなかったが短期派遣専門家の協力を得て、独自に調査を企画する
ことができている点については、評価できる。�

　調査研究部門としては長期専門家の派遣がなかったが、基本的な調査を行う体制は整え
られた。�
　しかしながら現在専門職として認められた調査員がいないため、すべての調査研究は本
省の調査研究部門の承認が必要となり、進行状況を逐次報告する必要がある。�
　このためさらに基礎調査を行い、調査研究機関としての実績を重ねつつ、調査員の育成
を図り、公的な調査研究機関としての位置づけを明確にする必要がある。�
　本来は政策支援や自立発展性の要となるべき部門であるが、このような意味では十分な
目標達成とはいえない。�

2.　活動実績�

3.　成果の達成状況�

4.　プロジェクト�
　　目標の達成状況�

4－ 2－ 2 調査研究

 計画達成度
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4－ 2－ 3 職業訓練

（1）金属加工

1.　投入実績� （日本側）�
1.　長期専門家　 　　　　　　1名　（計2名）�
2.　短期専門家　 　　　　　　3名　（計5名）�
3.　カウンターパート研修　　 1名　（計5名）�
4.　予算措置　　　5,480万6,000円（1997～2001年）（各コース共通）�
5.　機材供与　　 教育用訓練機材、試験検査用機器、特殊工具等（各コース共通）�
�
（インドネシア側）�
1.　カウンターパート配置　7名�
2.　予算措置　　7,701,405,000Rp（1997～2001年）（各コース共通）�
3.　土地・建物：NVRC施設、土地�

1.　職業訓練計画を作成した。�
2.　金属加工コースのカリキュラムを作成した。�
3.　カリキュラムに必要な訓練用教科書21種を作成した。�
4.　長期専門家及び小型エンジン・機械加工の短期専門家による実習機器の訓練が行われ
　　た。�
5.　機械加工カウンターパートの日本研修を実施した。�
6.　インストラクター7名が指導にあたっている。�
7.　これまでに56名（第1期21名、第2期20名、第3期15名）が訓練を受けた。�

・訓練計画に基づいて職業訓練が実施されている。また、カリキュラム検討委員会が毎年
　実施され、企業ニーズなどにより翌年度のカリキュラムが決定されている。�
・教材の整備はほとんどの科目で終えている。�
・技術移転は機械加工仕上げの専門分野を残し、ほぼ終了している。�
・機器の保守・管理は十分行われており、軽微な故障の修理ができる。�

・指導員の技術能力はほぼ充足しており、訓練実施に問題はない状況になる。�
・教材の作成も終えており、現行の訓練を継続して実施することに問題はない。�
・金属加工・機械加工・小型エンジンの訓練時間数と指導員配置とのバランスがとれてい
　ないため、調整が必要である。�

2.　活動実績�

3.　成果の達成状況�

4.　プロジェクト�
　　目標の達成状況�
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1.　投入実績� （日本側）�
1.　長期専門家　　　　　　　1名　（計2名）�
2.　短期専門家　　　　　　　1名　（計2名）�
3.　カウンターパート研修　　1名　（計4名）�
4.　予算措置　　 5,480万6,000円（1997～2001年）（各コース共通）�
5.　機材供与　　教育用訓練機材、試験検査用機器、特殊工具等（各コース共通）�
�
（インドネシア側）�
1.　カウンターパート配置　　5名�
2.　予算措置　　7,701,405,000Rp（1997～2001年）（各コース共通）�
3.　土地・建物　NVRC施設、土地�

1.　職業訓練計画を作成した。�
2.　電子コースのカリキュラムを作成した。�
3.　カリキュラムに必要な訓練用教科書9種を作成した。�
4.　長期専門家及び空調冷凍の短期専門家による実習機器の訓練が行われた。�
5.　電子計測等カウンターパートの日本研修を実施した。�
6.　インストラクター5名が指導にあたっている。�
7.　これまでに60名（第1期16名、第2期22名、第3期22名）が訓練を受けた。�

・訓練計画に基づいて職業訓練が実施されている。また、カリキュラム検討委員会が毎年
　実施され、企業ニーズなどにより翌年度のカリキュラムが決定されている。�
・技術移転はデジタル分野の制御技術分野を残し、ほぼ終了している。�
・教材の整備は、PLCなどの制御技術に係る科目を除き、ほとんどの科目で作成が終えて
　いる。�
・機器の保守・管理は十分行われており、一部の訓練機器についてカウンターパートが修
　理できる。また、修理用部品の入手方法も可能となっている。�

・指導員の技術能力はプロジェクト終了時には充足する予定で、訓練実施に問題はない。�
・プロジェクト終了時には教材の作成を終える予定となっており、現行の訓練を継続して
　実施することに問題はない。�

2.　活動実績�

3.　成果の達成状況�

4.　プロジェクト�
　　目標の達成状況�

（2） 電　子
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1.　投入実績� （日本側）�
1.　長期専門家　　　　　　　　1名　（計1名）�
2.　短期専門家　　　　　　　　2名　（計3名）�
3.　カウンターパート研修　　　2名　（計3名）�
4.　予算措置　　 5,480万6,000円（1997～2001年）（各コース共通）�
5.　機材供与　　教育用訓練機材、試験検査用機器、特殊工具等（各コース共通）�
�
（インドネシア側）�
1.　カウンターパート配置　　　4名�
2.　予算措置　　7,701,405,000Rp（1997～2001年）（各コース共通）�
3.　土地・建物：NVRC施設、土地�

1.　職業訓練計画を作成した。�
2.　印刷コースのカリキュラムを作成した。�
3.　カリキュラムに必要な訓練用教科書6種を作成した。�
4.　長期専門家及び印刷短期専門家による実習機器の訓練ではグラフィックデザインソフ
　　トを使った実習が行われた。�
5.　グラフィックデザインを専門とするカウンターパートの日本研修を実施した。�
6.　インストラクター4名が指導にあたっている。�
7.　これまでに58名（第1期22名、第2期17名、第3期19名）が訓練を受けた。�

・訓練計画に基づいて職業訓練が実施されている。また、カリキュラム検討委員会が毎年
　実施され、企業ニーズなどにより翌年度のカリキュラムが決定されている。�
・技術移転は、印刷工程の専門分野を残し、ほぼ終了している。�
・教材の整備は、印刷工程を除き、ほとんどの科目で教材の作成を終えている。�
・機器の保守・管理については、複数の供与機材が盗難にあった。�
・数台の機材が故障した際に、インドネシア国内の代理店により修理が行われた。�

・指導員の技術能力は一部の機器操作を除き充足している。現行のカリキュラムでの訓練
　実施に問題はない。�
・プロジェクト終了時には教材の作成を終える予定になっており、現行の訓練を継続して
　実施することに問題はない。�
・機器の保守・管理については、複数の供与機材が盗難にあうなど保守・管理体制の強化・
　維持が必要であり、また、円滑な訓練実施の確保のためには機材の補充が必要である。�

2.　活動実績�

3.　成果の達成状況�

4.　プロジェクト�
　　目標の達成状況�

（3） 印　刷
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1.　投入実績� （日本側）�
1.　長期専門家　　　　　　　　0名�
2.　短期専門家　　　　　　　　1名　（計3名）�
3.　カウンターパート研修　　 　0名　（計1名）�
4.　予算措置　　　5,480万6,000円（1997～2001年）（各コース共通）�
5.　機材供与　　　教育用訓練機材、試験検査用機器、特殊工具等（各コース共通）�
�
（インドネシア側）�
1.　カウンターパート配置　　　5名�
2.　予算措置　　7,701,405,000Rp（1997～2001年）（各コース共通）�
3.　土地・建物：NVRC施設、土地�

1.　職業訓練計画を作成した。�
2.　縫製コースのカリキュラムを作成した。�
3.　カリキュラムに必要な訓練用教科書5種を作成した。�
4.　短期専門家による縫製技能指導及びミシン維持管理方法が指導された。�
5.　縫製カウンターパートの日本研修を実施した。�
6.　インストラクター5名が指導にあたっている。�
7.　これまでに87名（第1期20名、第2期22名、第三期23名、第4期22名）が訓練を受けた。�

訓練計画に基づいて職業訓練が実施されている。また、カリキュラム検討委員会が毎年実
施され、企業ニーズなどにより翌年度のカリキュラムが決定されている。�
・教材の整備は、ほとんどの科目で終えている。�
・技術移転はすべての専門分野で終了している。�
・機器の保守・管理は十分行われており、故障した機器についても短期専門家からの技術
　移転より修理が行われていた。�

・指導員の技術能力は充足しており、訓練実施に問題はない。�
・教材の作成も終えており、現行の訓練を継続して実施することに問題はない。�
・軽微な修理は指導員が自らできるものの、いくつかの機材が故障したまま修理されてい
　ない。短期専門家の派遣期間が短かったことがひとつの要因であるといえる。�

2.　活動実績�

3.　成果の達成状況�

4.　プロジェクト�
　　目標の達成状況�

（4） 縫　製
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1.　投入実績� （日本側）�
1.　長期専門家　　　　　　　0名�
2.　短期専門家　　　　　　　2名　　（計3名）�
3.　カウンターパート研修　　 1名　　（計1名）�
4.　予算措置　　　5,480万6,000円（1997～2001年）（各コース共通）�
5.　機材供与　　教育用訓練機材、試験検査用機器、特殊工具等（各コース共通）�
�
（インドネシア側）�
1.　カウンターパート配置　　4名�
2.　予算措置　　7,701,405,000Rp（1997～2001年）（各コース共通）�
3.　土地・建物：NVRC施設、土地�

1.　職業訓練計画を作成した。�
2.　コンピューターコースのカリキュラムを作成した。�
3.　カリキュラムに必要な訓練用教科書8種を作成した。�
4.　短期専門家によるソフトウエア実習機器の訓練が行われた。�
5.　コンピューターカウンターパートの日本研修を実施した。�
6.　インストラクター4名が指導にあたっている。�
7.　これまでに76名（第1期20名、第2期20名、第3期18名、第4期18名）が訓練を受けた。�

訓練計画に基づいて職業訓練が実施されている。また、カリキュラム検討委員会が毎年実
施され、企業ニーズなどにより翌年度のカリキュラムが決定されている。�
・技術移転は、ネットワーク構築技術を残し、ほぼ終了している。�
・教材の整備は、ほぼ半数の科目のテキストの作成を終えている。�
・機器の保守・管理については、複数の供与機材が盗難にあった。�

・指導員の技術能力は一部を除き充足しており、現行のカリキュラムでの訓練実施に問題
　はない。�
・プロジェクト終了時までに教材の作成を終えるため、これまで以上に取り組みを強化す
　る必要がある。�
・供与機器について、IT技術の急速な進展で機器の陳腐化が急激に進んでいることから、
　企業ニーズに応えにくい。�
・機器の保守・管理については、複数の供与機材が盗難にあうなど保守･管理体制の強化・
　維持が必要であり、また、円滑な訓練実施の確保のためには機材の補充が必要である。�

2.　活動実績�

3.　成果の達成状況�

4.　プロジェクト�
　　目標の達成状況�

（5） コンピューター
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4－ 2－ 4 職業指導・評価

1.　投入実績� （日本側）�
1.　長期専門家　　鈴木瑞哉、田中章夫　　　計2名�
2.　短期専門家　　緒方昭一郎、奥村博志　　計2名�
3.　カウンターパート研修　　　　　　　　　　4名�
4.　予算措置　　　5,480万6,000円（1997～2001年）（各コース共通）�
5.　機材供与　　　教育用訓練機材、試験検査用機器、特殊工具等（各コース共通）�
�
（インドネシア側）�
1.　カウンターパート配置　　　　　　　　　 12名（2002年度現在：9名）�
2.　予算措置　　7,701,405,000Rp（1997～2001年）（各コース共通）�
3.　土地・建物：NVRC施設、土地�

1.　6か所（メダン、パレンバン、チェンカレン、バンギル、マカッサル、ソロ）のPSBD、
社会省地方事務所（現地方政府担当部局）、LBK（郡レベルのワークショップ）等を通じ
て訓練生の募集が行われた。�

2.　NVRCの応募者は、居住地近くのPSBDで職業評価を受け、その内容がNVRCに送られ 
るという広域の訓練生募集システムが確立された。PSBDで実施される職業評価の内
容は、毎年改定され、応募者の1次評価として有効に活用された。�

3.　NVRCで行う職業評価（2次評価）のテストバッテリーが改訂（GATB適性検査の導入）さ 
れ、試行実施された。�

4.　事業主への啓発活動のための調整会議（出席者はPSBDの所長、地方事務所の担当者等）
が開催され、マガン及び就職受入企業の開拓が行われた。�

5.　訓練終了生を出身地でも就職させられるよう、新たな社会復帰システムの検討が始め
られた。�

6.    就職した卒業生に対する追跡調査が行われた（調査研究部門が実施）。�

・ソロで開発された職業リハビリテーションシステム（職業評価・指導、職業紹介、アフ   
ターケア）が実施され、改訂・改善が行われている。�

・広域の訓練生募集システムについては、うまく稼働しており毎年定員を上回る応募が    
ある。また、応募に係るPSBDでの職業評価（広域にわたる職業評価システム）も問題 
なく行われており、1次評価として有効なデータがNVRCに提供されている。�

　ただ、5期生の募集において、特定のセンター（ソロ）からの応募が0名となっている状
況 がある。�

・　就職斡旋（職業紹介）システムについては、これまで首都ジャカルタとその周辺
（JABOTABEK）地域を中心に行われていた職場開拓に加え、新たに訓練生の出身地を
もターゲットに したシステムの開発が取り組み始められている。�

　職業指導、評価担当職員が養成され、広域の募集システム、評価システムが順調に動い
ている。�
しかし、就職斡旋システムに関しては、社会省の度重なる組織改革のあおりを受け、地方
政府や労働省等の十分な協力を得られず、NVRC単独の活動にとどまっている。�

2.　活動実績�

3.　成果の達成状況�

4.　プロジェクト�
　　目標の達成状況�



- 37 -

4－ 2－ 5 職員研修

1.　投入実績� （日本側）�
1.　長期専門家　　　谷口大司　　　計1名�
2.　短期専門家　　　金澤恭子　　　計1名�
3.　カウンターパート研修　　　　　　3名�
4.　予算措置　　　5,480万6,000円（1997～2001年）（各コース共通）�
5.　機材供与　　　教育用訓練機材、試験検査用機器、特殊工具等（各コース共通）�
�
（インドネシア側）�
1.　カウンターパート配置　　　　　 12名（2002年度：11名）�
2.　予算措置　　7,701,405,000Rp（1997～2001年）（各コース共通）�
3.　土地・建物：NVRC施設、土地�

1.　研修ガイドブック、研修実施指針が策定された。�
2.　研修教材（「医療リハビリテーションの基礎」、「職業指導」）が作成された。�
3.　NVRCにおいて、NVRC職員、PSBD職員等を対象とする研修が行われた。�
4.　事業主、地方政府職員、施設職員、NGO職員等を対象とした職業リハビリテーション
　 セミナーが開催された。�

・職業リハビリテーション職員、職業訓練指導員を対象とした研修要綱、カリキュラム 
が策定、作成された。�

・ワークショップ／セミナーとして、職員研修が開催された。それぞれの研修の趣旨・
目的は明確にされているが、研修によっては参加者の職種にばらつきがみられ、研修
効果の点で今後検討を要する面もあった。�

・インストラクターの養成に係る研修では、労働省と連携した研修が行われている。�

　職員研修担当職員は養成されたと考えられるが、研修を実行するための予算が十分に確
保されておらず、体系的、段階的に実施されるまでには至っていない。�
　職員研修に係る指導技術、管理技術の技術移転は行われているものの、評価技法の具体
的実施に関しては、体系的、継続的に研修が実施されていないため、その効果に関しては
不明である。�
また、地方からの研修生のリクルートに関しては、社会省の地方事務所がなくなり、地方
政府の担当部局が行うようになったため、適切な人材の選定に問題を残している。　�
研修教材の開発に関しては、ソロ・プロジェクトを含めた職業指導・評価、職業訓練等の
活動の中で各種の技術指導書が作成されており、これらを研修教材として活用するととも
に、今後更なる教材の開発が望まれる。�

2.　活動実績�

3.　成果の達成状況�

4.　プロジェクト�
　 目標の達成状況�
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第 5 章 　総　括

5－1 結　論

インドネシア国立障害者職業リハビリテーションセンターにおける職業リハビリテーションシ

ステムの確立に対し、本プロジェクトは、効果的・効率的に寄与した。よって、本プロジェクト

は、プロジェクト期間終了までに PDMeにおける目標を達成できると考えられる。

ただしインドネシア側より、職業リハビリテーションを広域にわたり確立するために、プロ

ジェクトを 1年延長することが JICAに対して要請された。その内容は 5－ 4節（ミニッツでは 4．

CONCLUSION AND RECOMMENDATION / OTHERS）に記載のとおりである。

5－2 提　言

インドネシア国立障害者職業リハビリテーションセンター（NVRC）の持続的発展のために以下

の事項の確実な履行が必要である旨、調査団とインドネシア側とで合意された。

（1）NVRCの開発政策の確立

社会省は、他の関係機関・省庁との連携調整を通じて、インドネシア唯一の国立職業リハ

　ビリテーションセンターであるNVRCの組織強化に努める必要がある。

1） 社会省は労働移住省並びに他の関係省庁、地方政府、事業主団体、他の福祉施設等と

の連携の下、NVRCの運営に関するビジョンを打ち出す必要がある。

2） NVRCがセンターオブセンターとして他の福祉施設職員の訓練を行うために、必要な

数のインストラクターがNVRCに配置される必要がある。

3） 他の社会福祉施設の職員に対する研修が体系的・段階的に継続される。

4） NVRCの調査研究部が社会省の調査研究部門から独立し、自発的・自立的な調査研究

を行うことのできる機関となる。

（2）就職斡旋、職員研修、機材等の維持管理（スペアパーツを含む施設整備）、研修用資材（消

　耗品）及び研究開発等の活動が円滑に行えるよう、NVRCの活動に係る予算を継続的に措置

　する必要がある。

（3）NVRCにおける職業訓練が一定水準を満たしていることが客観的に評価されるために、職

　業リハビリテーションに関する国レベルの訓練基準（訓練科目、訓練設備、職業訓練指導員
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　の認可等）を策定する必要がある。

（4）インストラクター配置が不足している部門について、早急に必要数を配置する必要がある。

　また、非常勤インストラクターについては、正規インストラクターとして採用する必要が

　ある。

5－3 教　訓

（1） 障害者の職業リハビリテーションの企画及び実施にあたっては、訓練生である障害者側の

　条件（障害の種類並びに程度、希望職種、適正等）及び受入企業側の市場ニーズ（障害者雇

　用の可能性をもつ職種、職務、求められる職能）を調査し、施策に柔軟に反映させる体制を

　構築することが望ましい。

（2） 長期専門家が不在の分野を中心に短期専門家が各1～ 2か月の任期で投入されたが、技術移

　転を遂行するためには時間的に不十分であったことが懸念される。短期専門家の任期を延

　長することが望ましい。

5－4 その他

インドネシア側より本調査団に対し以下の考えが提示された。

（1）インドネシア政府は、NVRCの職業リハビリテーションシステムを今後 6州の地方リハビ

　リテーションセンターに拡大発展させるため、1年間プロジェクト延長を JICAを通じて日

　本政府に要請する手続きをしている。

（2）インドネシア社会省は、今後NVRCでの収容人員を100名から150名に拡大したいと考えて

　いる。これは、インドネシアにおける障害者の 8割を占める小学校卒業レベルの障害者を

　受け入れるためである。このために、NVRCの宿舎を拡張し、手工芸や籐製品の職業訓練

　導入を図っていく予定である。

日本側調査団はインドネシア側に対して、上記（１）の新たな要請については内容を更に明確に

したうえで、今後の申請手続きを含め、JICAインドネシア事務所に相談するよう助言した。
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